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 本資料では、令和８年９月４日に通知された地域医療介護総合基金
に係る令和８年度の内示額と令和８年度計画の申請に伴う令和７年度
計画の事後評価について説明する。



１ 令和８年度内示額
 内示額は、国への要望額よりも減額となったが、本県が予定する事業は過年
度残高を活用すれば、すべて実施可能な見込み

 新区分として、「医療機関の業務効率化・勤務環境改善に関する事業」の実施が予定されるが、現状、国から通知
されていないため、本資料には、新区分の事業費は含まない。 ２

事業区分
（区分間の流用は不可）

国への要望額
内示額

＝Ｒ８新規積立額
(A)

過年度残高
活用額

(B)
執行予定額
（A＋B）

Ⅰ－１ 
病床の機能分化・連携推進 3,371,535 2,993,305 458,230 3,451,535 

Ⅰ－２ 
病床機能再編の支援 0 0 0 0

Ⅱ 在宅医療の推進 209,744 205,549 189,154 394,703

Ⅳ 医療従事者の確保 2,170,302   2,126,896   529,915 2,656,811

Ⅵ 勤務医の労働時間短縮 ※ 2,095,209 ※ 2,095,209 ０ 1,567,677

計 7,846,790 7,420,959 1,177,299 8,070,726

（単位：千円）

※翌年度活用予定額を含む。
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４～6月 ７～９月 10月～12月 １～３月

Ｒ７年度 アイデア募集 県による事業化検討 県予算案の調整
「調査票」について
協議(３/３保健医療計

画推進会議)

Ｒ８年度

国に「調査票」提出
（４/17）

国による配分に
向けた調査

（２～４月にかけて）

厚労省内示(９/４)
計画策定の概要に

 ついて協議（本日）

国に「計画」提出
（１月頃）
国交付決定
（未定※例年３月頃）

結果を踏まえ計画策定

※令和８年度計画（案）に新たに位置付けた事業は、国の内示後から事業開始が可能

１ 令和８年度内示額
【参考】令和８年度計画策定に係るスケジュール
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２ 令和７年度計画の事後評価（総括）
 令和７年度における各施策・項目の目標に対する達成状況は次のとおり

区 分 施策・項目 指標数 達成率
100％以上

達成率
80～100％未満

達成率
80％未満 判定対象外

Ⅰ-１
病床の機能分化・連携推進

(1) 地域医療構想の達成に向けた医療機
関の施設又は設備の整備 2 - - 2 -

Ⅱ 在宅医療の推進 (2) 居宅等における医療の提供 4 4 - - -

Ⅳ 医療従事者の確保

(3) 医師の確保 3 1 - - 2

(4) 看護職員の確保 ６ 1 ５ - -

(5) 歯科関係人材の確保 2 1 - 1 -

Ⅵ 勤務医の労働時間短縮 (6) 勤務医の労働時間短縮に向けた体制
の整備 2 - １ 1 -

計 19 7 6 4 2

 達成率＝達成状況÷目標値×100（小数点以下第２位を四捨五入）
 「○○（R3）より増加」を目標とする指標は、R3の値を目標値として達成率を算出
 令和７年度の実績が未公表の指標については、直近の公表値により整理
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全指標の平均達成率 84.06％
達成率100％以上は100％、100％未満は実数とし、

判定対象外を除く17指標で平均



２ 令和７年度計画の事後評価
(1) 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備
［区分Ⅰ-1 病床の機能分化・連携］
 回復期病床への転換の補助や医療機関に対する回復期病床への転換を促すためのセミナー・相談会や個別支援の

実施、地域医療介護連携ネットワークの構築を実施する。

指 標 目 標 達成状況 達成率

回復期病床の整備数 803床 216床
（他に整備中の病床数96床） 26.9％

地域医療介護連携ネットワークの登録者数 75,174人 50,365人 67.0％

見解

 近年の資材高騰等の影響によって、整備希望の医療機関の辞退や、整備スケジュールの見直し等が見られることな
どから、目標は未達成となっている。

 各構想区域の医療機関の参加するワーキンググループや検討会等の実施を支援することで、医療機関における病床
機能分化・連携の理解を深めることができた。

 地域医療介護連携ネットワークに参加する登録者については、施設の加入に紐づき登録者数も増加していくことを
見込んでいたが、施設の加入が増加した時期が年度後半であったため、令和７年度末までに目標値を達成できなかっ
たものと考えている。

改善の
方向性

 資材高騰等への対応として、補助単価の引き上げも検討のうえ、急性期から回復期への転換実施を見送った事業者
へ回復期病床の整備を促す。

 地域医療介護連携ネットワークについては、既存の取組に加え、行政機関からの住民への訴求プロモーションの実
施や、地域コミュニティー参加住民向けの参加同意取得活動などを通じて、登録者数の増加を図っていく。
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２ 令和７年度計画の事後評価
(2) 居宅等における医療の提供
［区分Ⅱ 在宅医療の推進］
 在宅医療を提供できる医療機関や事業所等の増加、従事する人材の育成などにより、在宅医療提供体制を充実さ

せる。

指 標 目 標 達成状況 達成率
訪問診療を実施している診療所・病院数 1,452施設（R3）より増加 1,507施設（R６） 103.8％
在宅療養支援診療所・病院数 1,000施設（R3）より増加 1,076施設（R６） 107.6％
在宅看取りを実施している診療所・病院数 782施設（R3）より増加 848施設（R６） 108.4％
訪問歯科診療を受けている患者数（レセプト件数） 804,501件 840,260件 104.4％

見解  訪問看護のニーズに対応できる看護職員や訪問診療、訪問歯科診療を実施する診療所数・病院数が着実に増加して
おり、在宅医療提供体制等の充実に向けた取組みが進んでいる。
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２ 令和７年度計画の事後評価
(3) 医師の確保
［区分Ⅳ 医療従事者の確保］
 医師不足、産科や小児科などの特定の診療科や地域による偏在などの解消を目的とする。

指 標 目 標 達成状況 達成率
人口10万人当たり医師数（医療施設従事者） 233.3人（R６.12月） ー -
15～49歳女性10万人あたり産科医師数の全国平均に対
する神奈川県の達成度合 88.5％（R７.12月） ー -

小児二次救急医療提供体制を有する小児医療圏数 14医療圏（県内全域）の維持 14医療圏 100.0％

見解

 人口10万人当たり医師数及び15～49歳女性10万人あたり産科医師数の全国平均に対する神奈川県の達成度合につ
いては、実績値が２年ごとの公表となり、現時点では達成状況を確認できないため、判定対象外としたが、小児二次
救急医療提供体制を有する小児医療圏数については、14医療圏（県内全域）を維持し、目標を達成した。

 引き続き、医師不足及び医師の地域偏在の解消、医療機関の勤務環境改善による医療従事者の定着・離職防止や医
療安全の確保に向けて取り組んでいく。
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２ 令和７年度計画の事後評価
(4) 看護職員の確保
［区分Ⅳ 医療従事者の確保］
 神奈川県の人口10万人当たりの就業看護職員数は全国平均と比べ低い水準であるため、養成、離職防止、再就業

支援により、看護人材を確保することを目標とする。
指 標 目 標 達成状況 達成率

民間立看護師等養成所卒業生の県内就業率 90.0％ 87.2％ 96.9％
県内院内保育施設数 120施設の維持 97施設 80.8％
離職看護師の届出登録者数 8,800件 8,622件 98.0％
離職看護師の就職者数の増加 750件 724件 96.5%
看護職員等修学資金借受者の県内就業率 95％以上（令和８年３月卒業者） 88.8％（令和８年３月卒業者） 93.5％
共同生活援助における医療連携体制加算（Ⅶ）算定事業所数 214事業所 298事業所 139.3％

見解

 看護師等養成所への運営費補助や各種修学資金貸付金を通じて、看護師等の養成に取り組むとともに、県ナースセン
ターで無料職業紹介や復職支援研修を実施した。

 少子化や幼児教育・保育の無償化に伴い、認可保育園へニーズが移行していることなどもあり、県内院内保育施設数は減少し、目標
値に達していない状況である。

 離職看護師の届出登録者数、就職者数は、目標値に達していない状況である。
 重度重複障害者等支援看護師養成研修の受講により専門的な技術をもつ看護師が養成された結果、医療的ケアを必要と

する方へのサービス提供につながり、医療型短期入所利用者数は目標値を超える実績値となった。

改善の
方向性

 県内の保健医療人材の育成・確保に向け、看護職員等を目指す学生に対しては研修の実施や修学資金貸付制度の積極的
な周知、離職した看護師に対しては届出制度等の周知や復職支援等について、効率的・効果的に事業に取り組んでいく。 8



２ 令和７年度計画の事後評価
(5) 歯科関係人材の確保
［区分Ⅳ 医療従事者の確保］
 今後需要増が見込まれる在宅歯科医療に対応できる人材も不足しているため、再就業支援、養成・育成により、

必要な歯科医療人材を確保することを目的とする。

指 標 目 標 達成状況 達成率

県内養成校（歯科衛生士・歯科技工士）の定員充足率 100％ 73.9％ 73.9％

在宅療養者に対して口腔咽頭吸引を実施する県内の歯科
衛生士数 12名 17名 141.7％

見解
 少子化等による養成校の志願者数低下により目標は達成できなかったが、定員充足率７割程度の確保に加えて、前
年度よりも養成校のオープンキャンパス参加者数や資料請求数が増加しており、一定の効果はあった。

 在宅歯科口腔咽頭吸引実習を実施し、口腔咽頭吸引を実践できる歯科衛生士数を17名増加させ、目標値を達成した。

改善の
方向性

 県内養成校に在籍する生徒の出身高校の傾向等を把握し、ＧＰＳ広告のターゲットを入校実績のある高校に絞るほ
か、類似した高校を新たにターゲットに加えるなど、新たなルートの開拓と併せて、効果的な広報にも努め、引き続
き養成校の情報に関心を集められる機会の創出に努める。
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２ 令和７年度計画の事後評価
(6) 勤務医の労働時間短縮に向けた体制の整備
［区分Ⅵ 勤務医の働き方改革］
 医療機関に対する地域医療提供体制を確保できる適切な時間外労働時間上限水準の適用と、将来的な勤務医の労

働時間の縮減を目的とする。

指 標 目 標 達成状況 達成率
特定労務管理対象医療機関数の減 １機関減（35→34機関） ０機関減（35→35機関） ０％
医師労働時間短縮計画に定める時間外・休日労働時間数
の目標を達成した医療機関の割合 45％ 43％ 95.6％

見解
 特定労務管理対象機関の指定を受けているほとんどの医療機関は、指定期間が令和８年度末まで設定されているた
め、機関数の減は達成できなかったが、医師労働時間短縮計画に定める時間外・休日労働時間数の目標を達成した医
療機関の割合が増加したことから、医療機関における勤務医の労働時間短縮に係る取組が着実に進んでいる。

改善の
方向性

 複数の医療機関においては特定労務管理対象機関の指定更新の意向がないことを把握しており、令和９年度に特定
労務管理対象機関の減を見込んでいる。
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本日お伺いしたい事項

 令和７年度計画の事後評価の結果、全指標の平均達成率は８割を超え、概ね
適切に事業を実施できたと捉えている。

 この評価を国へ提出することになるが、お気づきの点があればご意見を伺い
たい。
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【上記の整理に当たっての「公」の定義】
• 都道府県及び市町村
• 医療法（昭和23年法律第205号）第31条に規定する公的医療機関及び国、独立行政法人、国立大学法人及び地方独立行政法人が
開設した医療機関

• 都道府県、市町村、独立行政法人、国立大学法人及び地方独立行政法人が開設した介護施設等

参考 令和７年度までの地域別の基金執行状況
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説明は以上です。
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